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関係府省庁所管交付金・補助金を活用する主な推進方針一覧 

 本市の国土強靱化を推進するに当たり国の交付金・補助金を受けて実施する主

な推進方針は次のとおり。  

 

【総務省】  

推進方針  補助金・交付金  

○消防車両・消防設備の計画的な更新を図る。  

等 

消防防災施設整備費補助

金  

緊急消防援助隊設備整備

費補助金  

等  

 

【こども家庭庁】  

推進方針  補助金・交付金  

○認定こども園の計画的な老朽化対策を図る。 

○保育所及び幼稚園の計画的な老朽化対策又は認定こど

も園化を図る。 

等 

就学前教育・保育施設整備

交付金  

等  

 

【文部科学省】  

推進方針  補助金・交付金  

○計画的に学校施設及びスポーツ施設の老朽化対策や天

井等非構造部材の耐震化を図る。 

○災害時の防災対策の拠点となるスポーツ施設での感染

症の発生、まん延を防止するため、空調設備の整備を

推進する。 

○幼稚園の計画的な老朽化対策を図る。 

等 

学校施設環境改善交付金  

等  

○文化財建造物及び文化財収蔵施設の防災、耐震化を図

る。 

【重要文化財】 

百済寺本堂保存修理事業、弘誓寺本堂防災設備整

備事業、布施神社本殿防災設備整備事業、外村家

住宅保存修理事業、外村家住宅防災設備整備事業、

梵釈寺木造観世音菩薩坐像美術工芸品保存修理

（防災設備）事業 等 

等 

国宝重要文化財等保存・活

用事業費補助金  

国宝重要文化財等防災施

設整備費補助金  

等  
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【厚生労働省】  

推進方針  補助金・交付金  

○民間の高齢者施設の防災・減災対策に対する支援を図

る。 

等 

社会福祉施設等施設整備

費補助金  

地域介護・福祉空間整備等

施設整備交付金  

社会福祉事業施設等貸付

事業利子補給金  

等  

 

【農林水産省】  

推進方針  補助金・交付金  

○新たに防災重点農業用ため池として選定された場合

は、速やかにハザードマップを策定し、周知を図る。  

○耐震調査が必要な防災重点農業用ため池の耐震調査を

行い、計画的に耐震化等を実施する。 

○農業用施設の長寿命化や特定農業用管水路等（石綿管）

の更新を図る。 

○農業の生産活動を維持し、農地の荒廃を防ぐため、農

地等基盤整備を図る。 

等 

農村地域防災減災事業 

農業水路等長寿命化・防災

減災事業 

農山漁村地域整備交付金 

等 

○自然環境の有する防災・減災機能を維持するため、布

引の森の整備を推進する。 

等 

農山漁村振興交付金（農山

漁村活性化整備対策） 

等 

○計画的に卸売市場の老朽化対策を図る。 

等 

強い農業・担い手づくり総合

支援交付金（卸売市場整備） 

等 

○有害鳥獣による森林及び農地等への被害を防止するた

め、地域鳥獣被害防止計画に基づき、有害鳥獣の捕獲、

侵入防止柵や緩衝帯の設置を図る。 

等 

鳥獣被害防止総合対策交

付金 

等 

○治山事業による山地災害の防止と森林の適正な保全管

理を図る。 

等 

治山事業 

等 

○効率的な森林の施業と適切な森林保全を通じて、防災・

減災機能など森林の持つ多面的機能を十分に発揮させ

るため、自治会等を単位とした森づくり方針の策定を

行う。 

○効率的な森林施業と適切な森林経営管理を推進するた

め、施業の集約化、林業従事者育成、森林境界の明確化

など森林施業のための条件整備と効率的な森林施業を

進める。 

 

○森林のもつ多面的機能を回復し、山地の防災・減災対

策を推進するため、計画的な除間伐などの森林整備や

ニホンジカの食害対策を図る。 

林業・木材産業成長産業化

促進対策交付金 

森林・山村多面的機能発揮

対策交付金 

等 
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「公益的機能別施業森林」の区域内において対象と

なる間伐等の面積 900ha 
 

○山地の防災・減災対策を推進するため、林道の法面、舗

装や側溝の適正な維持管理、トンネルや橋梁等林道施

設の長寿命化など計画的な林道路網整備を図る。  

森林整備計画の「基幹路網の整備計画」に記載され

ている林道21路線 

等 

○存続させる農業集落排水処理施設について、機能診断

の実施及び維持管理適正化計画の策定により長寿命化

を図る。 

農村整備事業 

等 

 

【国土交通省】  

推進方針  補助金・交付金  

○道の駅奥永源寺渓流の里の耐震化を推進する。  

○道の駅等において断水等災害時にも使用できるトイレ

の確保や自立・分散型エネルギーの導入など防災機能

の強化を推進する。  

○災害時において緊急輸送道路や国道・県道等の広域幹

線道路ネットワークの分断等を回避するため、国・県

との連携を強化し、道路改良等整備の促進を図る。  

【国道】  

国道８号、国道307号、国道421号、 

国道477号 

 

【県道】  

主要地方道大津能登川長浜線、  

主要地方道彦根八日市甲西線、  

主要地方道湖東愛知川線、  

主要地方道多賀永源寺線、  

主要地方道土山蒲生近江八幡線、  

主要地方道石原八日市線、  

主要地方道栗見八日市線、県道下羽田市辺線、  

県道甲津畑山上線、県道佐生五個荘線、  

県道神郷彦根線、県道八日市五個荘線、  

県道雨降野今在家八日市線、県道外八日市線、  

県道五個荘八日市線、県道中里山上日野線、  

県道桜川西中在寺線、県道佐生今線  

【その他】  

 名神名阪連絡道路  

 
 

○災害時において基幹的な広域輸送機能を確保するた

め、（仮称）黒丸スマートＩＣの整備を図る。  

○災害時において緊急輸送道路、地域内道路ネットワー

ク、広域幹線ネットワークとのアクセス道路などの分

防災・安全交付金（道路事

業）  

社会資本整備総合交付金（道

路事業）  

道路事業費補助  

無電柱化推進事業費補助  

等 
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断等を回避するため、道路の整備に関するプログラム

に基づき計画的な道路改良等整備を図る。  

【都市計画道路】  

小今建部上中線（聖徳工区）、中学校線、  

ＪＲ東口線（駅前広場含む。）、尻無愛知川線  

 

【市道】  

山上上二俣線、上中緑町小今線、能登川北部線、  

東沖野尻無線、河曲奥線、中学校大塚線、  

小田苅・愛東線、妹・市ヶ原線、  

小川・林・能登川線、箕作山線、妙法寺今堀線、  

建部北金屋尻無線、西小・城東線、桜川石塔線、  

鈴宮川線 等  

 

○災害時における橋梁及びトンネルの信頼性・安全性を

確保するため、適切な維持管理を行うとともに長寿命

化修繕計画に基づき計画的な修繕を図る。  

【橋梁】  

中之湖橋、五智橋、寺橋、３号橋、政所小橋、  

出口橋、無名橋 41、20-1 号橋、堀の内橋、昭和橋、

川南新川橋、大歇橋、林田３号橋、栗見橋、  

関堂橋、北部１号橋、安楽寺谷橋、無名橋３、日

ノ出橋  

 

○災害時における電柱等の倒壊から避難路を確保するた

め、無電柱化を推進する。  

○災害時において交通安全施設などの道路施設の信頼

性・安全性を確保するため、適切な維持管理と計画的

な修繕を図る。  

○停電等による信号交差点の安全性と円滑な交通流を確保

するため、ラウンドアバウト交差点の整備を推進する。  

○災害時の緊急輸送道路の分断等を回避するため、高速

道路を跨ぐ跨道橋の老朽化対策の推進を図る。  

【跨道橋】  

平柳跨道橋、明正跨道橋、備前跨道橋  

 

等  

○広範囲で甚大な浸水被害を防止するため、国・県との

連携を強化し、河川改修や堤防強化対策、河道内の流

下阻害となる堆積した土砂の除去や樹木の伐採等河川

整備を促進する。  

【一級河川】  

愛知川、日野川、大同川、蛇砂川、八日市新川  

 

 等 

防災・安全交付金（河川事

業）  

等 



5 

 

○土砂災害に対する安全性の向上を図るため、国・県と

の連携を強化し、砂防施設の整備を促進する。  

○土砂災害の発生、被害を最小限に抑えるため、国・県と

の連携を強化し、急傾斜地崩壊対策を促進する。  

等 

防災・安全交付金（砂防事

業、地すべり事業、急傾斜

地崩壊対策事業、その他総

合的な治水事業）  

         等  

○緊急輸送道路や避難路等の重要な幹線に埋設してある

公共下水道の管渠について、被災時における公共下水

道の機能を確保するために耐震対策を図り、また公共

下水道を維持するために計画的に点検調査を行い老朽

化対策を図る。  

下水道総合地震対策事業  

 事業期間：平成 29 年度～令和８年度  

 個別計画：下水道総合地震対策計画  

 

○集中豪雨等による雨水の流出量増大による市街地等の

浸水被害を防止するため、雨水排水計画を策定し、計

画的な雨水排水対策を推進する。  

○雨水渠・河川水路の計画的な整備を図る。  

     等 

防災・安全交付金（下水道

事業）  

社会資本整備総合交付金

（下水道事業）  

下水道防災事業費補助  

等  

○災害時において速やかな避難や救助を図るため、緑地・

オープンスペースの確保や避難場所としての公園、緑

地、広場等の整備を推進する。  

○計画的にスポーツ施設の老朽化対策や天井等非構造部

材の耐震化を図る。  

【公園等】  

公園施設長寿命化計画に記載する事業  

 

 

         等  

 

防災・安全交付金（都市公

園・緑地等事業）  

等  

○市営住宅の老朽化等に対応するため、公営住宅等長寿

命化計画に基づき、市営住宅の建替えや解体及び統廃

合を進める。  

等  

社会資本整備総合交付金

（地域住宅計画に基づく

事業＜公営住宅整備事業

等、住宅市街地総合整備事

業、市街地再開発事業、優

良建築物等整備事業、住

宅・建築物安全ストック形

成事業等＞）  

防災・安全交付金（地域住

宅計画に基づく事業＜公

営住宅整備事業等、住宅市

街地総合整備事業、市街地

再開発事業、優良建築物等

整備事業、住宅・建築物安

全ストック形成事業等＞） 

住宅市街地総合整備促進

事業費補助（地域居住機能

再生推進事業＜公営住宅

等整備事業、再生促進事
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業、公営住宅等ストック総

合改善事業＞）  

等  

○地震による木造住宅等の倒壊を防止するため、既存建築

物耐震改修促進計画に基づき、木造住宅等の耐震診断や

耐震改修の取組の支援や耐震化の普及啓発を図る。  

○地震による木造住宅等の倒壊を防止するため、管理不

十分な空家等について関係機関と連携し空家対策（所

有者に対する空家の除却や適正管理の指導等）を推進

する。  

○避難路の安全を確保するため避難路に面する民間ブロ

ック塀等の耐震化の支援と啓発を図る。  

○地震による建物倒壊被害や火災の延焼による被害の拡

大を防止するため、狭あい道路の拡幅を推進する。  

○不特定多数が利用する建築物で耐震診断が義務付けら

れた要緊急安全確認大規模建築物について耐震化の啓

発を図る。  

○土砂災害による住宅・建物の倒壊を防ぐため、土砂災

害特別警戒区域からの移転や建物補強による対策を推

進する。  

○地震による木造住宅等の倒壊を防止し避難路を確保す

るため、避難路沿道建築物の耐震診断への支援や耐震

化の普及啓発を図る。  

○アスベスト使用建築物が損壊・破損することにより、

アスベストの飛散・暴露等による健康被害や環境への

悪影響を防止するため、アスベスト使用建築物の所在

情報を把握し、アスベスト含有分析・除去の啓発や調

査・モニタリング等の対策を推進する。  

等  

 

社会資本整備総合交付金

（住環境整備事業＜住宅

市街地総合整備事業、市街

地再開発事業、優良建築物

等整備事業、住宅・建築物

安全ストック形成事業、狭

あい道路整備等促進事業

等＞）  

防災・安全交付金（住環境

整備事業＜住宅市街地総

合整備事業、市街地再開発

事業、優良建築物等整備事

業、住宅・建築物安全スト

ック形成事業、狭あい道路

整備等促進事業等＞）  

住宅市街地総合整備促進

事業費補助（空き家対策総

合支援事業）  

等  

○災害後の復旧・復興を迅速に行うため、地籍調査の普

及・啓発を行うとともに調査の推進を図る。  

○災害発生後の道路交通網の迅速な復旧のため、街区境

界調査を活用し、官民境界確定を推進する。  

 

等  

社会資本整備総合交付金

（社会資本整備円滑化地

籍整備事業）  

社会資本整備円滑化地籍

整備事業費補助  

地籍調査費負担金  

等  

 

○災害時の給水機能を確保するため、上水道基幹水路管

及び配水池の耐震化を図る。  

○上水道管路の破損時に配水池の水道水を確保するた

め、緊急遮断弁の整備を行う。  

○水道事業施設整備計画に基づき、計画的に上水道管路

の更新を図る。  

等  

防災・安全交付金  

水道施設整備費（個別補

助）  

等  
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【環境省】  

推進方針  補助金・交付金  

○浄化槽に関する法定検査を徹底するとともに、合併処

理浄化槽への転換を含めた浄化槽整備による個別分

散型処理システムの構築を推進する。  

等  

循環型社会形成推進交付金

（浄化槽分） 

等 

○災害時の庁舎等公共施設での電気を確保するため、自

立・分散型エネルギーの導入を推進する。  

○基幹的な役割を果たす避難所において、自家用発電機

や太陽光発電及び蓄電池の整備など、災害時における

電力確保のための整備を行う。 

○卸売市場における生鮮食料品等の安定供給機能を維

持するため、停電時の電源確保等の対策を図る。  

○道の駅において自立・分散型エネルギーの導入など防

災機能の強化を推進する。 

等 

二酸化炭素排出抑制対策事

業費等補助金（地域の防災・

減災と低炭素化を同時実現

する自立・分散型エネルギ

ー設備等導入推進事業） 

等 

○災害廃棄物処理計画に基づき必要となる設備・機能を

備えた新ごみ処理施設整備事業を推進する。 

等 

循環型社会形成推進交付金

（廃棄物処理施設分） 

廃棄物処理施設整備交付金

（大規模災害に備えた廃棄

物処理体制拠点整備事業） 

等 

   


